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0．概要 

0.1. 研究課題名 

内径の Zスコアによる川崎病冠動脈瘤の重症度の評価（ZSP2: Z score project 2nd stage)  

0.2. 目的 

 川崎病に罹患した小児の冠動脈瘤内径の Zスコアと予後との相関を調べ，適切な冠動脈

瘤病変（CAL）の管理法を明らかにすること． 

 

 0.3. 研究デザイン 

 後方視的コホート研究 

 

0.4. エンドポイント 

0.4.1. 主要評価項目 

 冠動脈瘤内径の Zスコアと血栓形成・狭窄・閉塞との相関 

 

0.4.2. 副次評価項目 

 冠動脈瘤内径の Zスコアと退縮との相関 

冠動脈瘤内径の Zスコアと狭心症・心筋梗塞・心臓関連死との相関 

冠動脈瘤内径の拡大倍率と血栓形成・狭窄・閉塞との相関 

冠動脈瘤内径の拡大倍率と退縮との相関 

冠動脈瘤内径の拡大倍率と狭心症・心筋梗塞・心臓関連死との相関 

 

0.5. 対象 

0.5.1. 対象患者 

 0歳～18歳時に川崎病（不全型を含む）を発症し， CALの検査を目的とし 1992年 1月

～2011年 12月研究参加施設で初回心臓カテーテル検査・冠動脈造影（CAG）を行った患

者． CAGを行わずに，造影 CTやMRIで冠動脈を評価した症例も対象に加える． 

 

0.5.2. 対象患者除外基準 

 以下のいずれかを満たす者は対象から除外する．  

1) 急性期の心エコーのデータが不十分で CALの径が全くわからない． 

2) 初回 CAG，造影 CT，MRIのいずれかによる CALの評価を他院で行なった． 

3) CALや生命予後に影響を与える基礎疾患がある． 
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0.5.3. 登録数と予定研究期間 

0.5.3.1. 目標症例数 

 1,000例 

 

0.5.3.2. 予定研究期間 

 2012年 6月～2013年 12月 

 

0.6. 研究組織 

0.6.1. 研究代表者  

 三浦 大  東京都立小児総合医療センター循環器科・臨床試験科 部長 

  

0.6.2. 事務局 

福島 直哉    東京都立小児総合医療センター循環器科 医員 

 

0.6.3. 研究分担者 

加藤 太一  名古屋大学小児科 講師 

賀藤  均  国立成育医療センター第一専門診療部 循環器科医長 

  金子 徹治  東京都立小児総合医療センター臨床試験科 

小林 徹   群馬大学大学院小児科学分野 助教 

佐地 勉   東邦大学医療センター大森病院小児科 教授 

須田 憲治  久留米大学医学部小児科 准教授野村 裕一  鹿児島大学小児発達病態

分野 准教授 

 濱岡 建城  京都府立医科大学大学院小児循環器・腎臓学 教授 

廣野  恵一    富山大学医学部小児科 助教 

深澤 隆治  日本医科大学小児科 准教授 

布施 茂登  NTT東日本札幌病院小児科 医長 

山岸 敬幸  慶應義塾大学医学部小児科 専任講師 

脇 研自     倉敷中央病院小児科 部長 

坂本 なほ子 独立行政法人国立成育医療研究センター母性医療診療部 臨床研究員 

 

0.6.4. データセンター 

 坂本 なほ子 独立行政法人国立成育医療研究センター母性医療診療部 臨床研究員
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1. 背景 

川崎病は乳幼児に好発する原因不明の血管炎症候群で，特に冠動脈の炎症が拡大・瘤な

どの冠動脈病変（CAL）を惹起し，巨大瘤から破裂や心筋梗による突然死をきたすことも

ある．発生数は増加し続け，第 21回全国調査によれば 2年間発生数は 12,000人，0～4歳

の罹患率は人口 10万人対 200人を突破した 1)．日本を始め先進国では，川崎病は小児の後

天性心疾患の最大の原因で，成人期の虚血性心疾患との関連も示唆されることから世界的

な問題となっている． 

川崎病の CALは無治療では 20～30%に生じるが，免疫グロブリン療法とアスピリンを適

切な時期に開始すれば，5%未満に抑制できる 2)～4）．一方，免疫グロブリン療法を行っても

発熱などの症状が改善しない不応例が15～20%存在し，CALの主な原因になっている 2)～4）．

免疫グロブリン療法不応例には，ステロイド 5),6)，シクロスポリン 7），インフリキシマブ 8）

など種々の治療法が試みられる．われわれが関与した RAISE試験では 5)，免疫グロブリン

療法不応予測例に対するランダム化比較試験によって，プレドニゾロン併用療法の CAL抑

制効果が示された．しかし，これらの治療法を行っても CALは完全には抑制できない． 

川崎病に合併した CALは，著変なく経過することもあるが，狭窄性病変から虚血性心疾

患を合併したり，正常化（退縮）したりすることもある．Kato et al.の長期の観察によれば

9），心臓カテーテル検査による冠動脈造影（CAG）で冠動脈瘤と診断した例の 19.2%に狭

窄性病変，47.9%に退縮を生じた．このような CALの予後には，瘤の形態や発症年齢など

も関与するが，瘤の大きさが最も影響を与えると報告されている 10）．実際，日常診療では，

冠動脈径の実測値に基づき，拡大（小動脈瘤），中等瘤，巨大瘤（日本 2)では内径 4 mmと

8 mm，米国 3)では 3 mmと 6 mmで区分）に区分し管理されている．また，4 mm超では

残存病変があり，6 mm超では狭窄のリスクがあることから 11）,12），前者では狭窄に注意

し，後者は巨大瘤に準じた観察が推奨されている 2)． 

一方，小児では成長の要素があるので，冠動脈径は実測値でなく体表面積で補正した Z

スコアで評価する方が妥当である可能性がある．実際，米国では Zスコアによる CALの判

定法が一般的となり，中等瘤の定義として Z スコア 3～7 の間も併記されている 3)．また，

従来から年長児に用いられている周辺冠動脈径との比較 2)（小動脈瘤 1.5倍未満，中等瘤

1.5倍以上 4倍以下，巨大瘤 4倍超）は，体格による補正の一種と言える．しかし，このよ

うな区分と CALの予後との関連性は明らかでなく，米国の Zスコア算出法 3)には心エコー

の計測法やデータの統計処理など問題点がある． 

現在，われわれは，統一した心エコー計測法を用い 13），多施設共同研究によって日本人

小児の冠動脈内径標準値を作成している（データ集積は終了した）．本標準値によって，

年齢・体格を考慮した小児の冠動脈内径の Zスコアを算出が可能となる．さらに，Zスコア

を用いたCALの重症度の評価ができれば臨床的な有用性は高い．そこで，本研究の目的は，
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冠動脈瘤内径の Zスコアと CALの予後，特に冠動脈の血栓形成・狭窄・閉塞との関係を後

方視的に調べ，適切な管理基準を明らかにすることである． 

 

2. 目的と意義 

2.1. 本研究の目的 

 川崎病に罹患した小児の冠動脈瘤内径の Zスコアと予後（血栓形成・狭窄・閉塞，狭心

症・心筋梗塞，心臓関連死，退縮）との相関を調べ，適切な冠動脈瘤の管理法を明らかに

すること． 

 

2.2. 本研究の意義 

・年齢・体格に応じた川崎病冠動脈瘤の重症度を評価することが可能となり，通院間隔，

治療薬，画像診断などの適切な診療に有用である． 

・わが国が推進するべき冠動脈瘤の管理に関する前方視的研究の基礎的なデータとなる． 

 

3. 本研究で用いる基準・定義 

3.1.川崎病診断の定義 

川崎病診断の手引き改訂第5版14）に準拠し，①5日以上続く発熱（治療により5日未満で

解熱した場合も含む），②両側眼球結膜の充血，③口唇・口腔の発赤，④不定形発疹，⑤

四肢末端の変化（急性期における手足の硬性浮腫・掌蹠の紅斑，回復期における指先から

の膜様落屑），⑥非化膿性頸部リンパ節腫脹の主要6項目のうち，5項目以上を満たした症

例を川崎病患者診断する．また，主要症状4項目以下も，他の類似疾患が否定されれば広義

の川崎病不全型と診断する． 

 

3.2. 冠動脈の名称 

 冠動脈の部位と CALの名称は，川崎病による冠動脈障害診断の基準化に関する小委員会

15）と 1975年のアメリカ心臓病学会（AHA report）の冠動脈分類 16）に従う． 

 

3.3. 冠動脈病変と退縮の定義 

 CALの定義は日本の従来の基準 17）による：①冠動脈径が 5歳未満は 3mm以上，5 歳以

上は 4mm以上，②冠動脈径が周辺冠動脈径の 1.5倍以上，③明らかな内径の不整（①はそ

れぞれ 3 mm超，4 mm超と英訳されていることが多い）．退縮は，急性期に生じた CAL

が 30病日以降に本基準を満足しなくなったものと定義し，心エコー，CAG，造影 CT，MRI
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のいずれかで判定する．拡大は，CALの基準を満たし，5歳未満 4mm未満，5歳以上周辺

径の 1.5倍未満で瘤状でないものとする 2）． 

 

3.4. Zスコアの定義 

 現在，日本川崎病学会 小児冠動脈内径標準値作成小委員会研究代表者 布施 茂登ら

が進めている日本人小児を対象とした冠動脈内径標準値に基づき 13)，CALの内径を Zスコ

アでも評価する．体表面積計算式は，性別を問わず，以下の Haycock式を使用する． 

 BSA（m2）＝身長（cm） 0.39646 × 体重（kg） 0.5378 ×  0.02465 

なお，左右冠動脈における優位性（dominancy もしくは inequality）の問題は，本標準値

作成委員会で検討する． 

 

3.5. 冠動脈瘤の形態の定義 

冠動脈病変は拡大と瘤に区分し，瘤の形態は，心エコーではなく，CAG，CT，MRIのい

ずれかで評価する．形態は Onouchi et al.の報告 18）により以下のように分類する．画像が

残されていない場合，スケッチなどを基に判定しても差し支えない． 

 

 

①球状（saccular）：瘤の最大横径（a）が縦径（b）以上． 

a ≧ b 

 

 

②球・紡錘状（sacculofusiform）：①と③の中間型． 

a < b < 2a  

 

 

③紡錘状（fusiform）：縦径（b）が最大横径（a）の 2倍以上． 

2a ≦ b 

 

④管状（tubular）：③の一種で横径の変化がほとんどないも

の．ソーセージ状とも呼ばれる． 
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3.6. 冠動脈の血栓形成・狭窄・閉塞の定義 

 冠動脈瘤内の血栓形成は，心エコー， CAG，造影 CT，MRIのいずれかで評価する．本

研究における有意な冠動脈狭窄は，冠動脈径が周辺健常部に比べて 25%未満（すなわち 75%

以上狭窄）であるものと定義し，CAG，造影 CT，MRIのいずれかで判断する．狭窄には

長い範囲に及ぶセグメント狭窄と局所性狭窄が含まれる 15),19）．冠動脈閉塞は，CAG，造影

CT，MRIのいずれかで血流が完全に途絶したものとし，閉塞後再疎通を含む．閉塞の機序

は，血栓により急に生じる場合と狭窄が徐々に進行して生じる場合がある 19）． 

 

3.7. 狭心症・心筋梗塞，心臓関連死の定義 

狭心症は，胸骨部を含む痛み・不快感が労作時やストレス時に出現し，安静やニトログ

リセリン投与により 10分以内に軽快する症状で，以下のいずれかの心電図変化を伴うもの

とする 20)：非発作時や安静時の所見に比し，①ST低下：J点の 0.05 mV以上の低下および

ST部の水平または下行傾斜型の ST部下降，②T波変化：0.1 mV以上の陰性 T波．乳幼児

では，不機嫌・顔面蒼白・全身状態不良などの変化により，痛みの出現・消失を類推する

ことがある． 

心筋梗塞は，30分以上持続する胸骨下の高度な痛みで，心電図変化および血清酵素の変

化があるものとする 20)．心電図変化は，上記①②のほか，深い Q波（0.03秒以上，Q/R振

幅比 1/3以上），左脚ブロックのいずれか，血清酵素の変化は，CK上昇，AST上昇，LDH

上昇（上昇の基準は施設における正常上限の 2倍以上），トロポニン T陽性化のいずれか

と定義する．乳幼児では，狭心症と同様に他の症状から痛みを類推することがある． 

心臓関連死は，川崎病に伴う冠動脈病変以外の原因が否定的である死亡と定義する．死

亡前の検査または剖検の所見に基づき，心筋梗塞と診断しても構わない． 

 

4. データの収集 

4.1. 対象患者 

 0歳～18歳時に川崎病（不全型を含む）を発症し， CALの検査として 1992年 1月～2011

年 12月までの 20年間に，参加施設において初回心臓カテーテル検査・CAGまたは造影

CT，MRIのいずれかを行った患者．転院例では，他施設で急性期治療や心エコーを行ない

各施設で CAGを行った例，各施設で CAGを行った後に他施設に移った例（転院後の経過

を追跡する必要はないが，得られた情報は適宜記載）も含める．川崎病に複数回罹患した

例は対象とし，CALを初めて生じた際のデータを記載する． 
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4.2. 対象患者除外基準 

 以下のいずれかを満たす者は対象から除外する． 

1) 急性期の心エコーのデータが不十分で CALの径が全くわからない．一部でも径がわかっ

ていれば対象に含める（例：右の径はわかるが左が不明の例は対象とする）． 

2) 初回 CAG，造影 CT，MRIのいずれかによる CALの評価を他院で行なった． 

3) CALや生命予後に影響を与える基礎疾患がある（例：重篤な先天性心疾患・心筋症・不

整脈，家族性高脂血症，ダウン症等染色体異常，重篤な他臓器疾患など）． 

 

4.3. 予定研究期間と目標症例数 

 予定研究期間は 2012年 6月～2013年 12月とし，目標症例数は 1,000例とする．本研

究は，探索的予備研究であるため，統計手法に基づく症例数設定は行っていない．共同研

究の参加施設が 15～20で，各施設の川崎病冠動脈病変に対する CAG，造影 CT，MRIの

件数が平均 50例と見積もられる．精度を高めるためには多数例の症例数が望ましいので，

後方視的研究の最大値として 1,000例と設定した． 

 

4.4. 調査項目とデータ入力 

 以下の項目をデータシートに入力して提出する．データの解析はデータセンターにおい

て医療従事者以外の者が行い，本研究以外の目的には使用されない． 

1) 施設名と患者 ID 

施設名はコード化し番号を割り付け，施設番号―患者番号で登録． 

2) 基本情報 

 生年月日 

 各施設の基準によっては，生年月のみでも差し支えない． 

 性別 

 川崎病発症年月日 

 川崎病に複数回罹患した例では，初めて CALを生じた際の発症年月日． 

 川崎病罹患回数 

 CALを生じた川崎病は何回目の罹患か 

3) 身体計測値 

 入院中体重 

 入院中身長 

 発症 90日以内の計測で，川崎病の診断時に近い（最も早い）時点の数値

を，小数点以下 1桁まで記入する．計測値がない場合は-99.9と入力する． 
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 Zスコアの計算に必要なので，急性期（本研究では発症 90日以内とする）

の身体計測値を調査する．身体計測値が得られない場合は，Zスコアの計

算から除外する． 

4) 最終受診日と生死 

 最終受診年月日 

 生死 

 原則として，最終受診日での生死．その後の情報（例えば転院先での死亡）

があれば適宜記載． 

 死亡年月日 

 心臓関連死か否か  

 心疾患以外の原因が明らかであれば否とする．心筋梗塞や不整脈など（疑

いを含む）のほか，原因不明の死亡は関連死とする． 

5) 急性期治療 

発症 90日以内の治療内容を記載する． 

 初回免疫グロブリン療法(IG)の有無   

 IGの方法 

 投与期間が 2日以内の場合・・・一括 

 投与期間が 3日以上の場合・・・分割 

 アスピリンの有無 

 他の抗血小板薬の有無 

 他の抗血小板薬の種類 

 治療の種類は以下の略語を使用する．これ以外は適宜記入する． 

DP：ジピリダモール，TC：チクロピジン，CL：クロピドグレル 

 その他の初回治療の有無 

 その他の初回治療の種類 

 治療の種類は以下の略語を使用する．これ以外は適宜記入する． 

PSL：プレドニゾロン，MP：ステロイドパルス，UTI：ウリナスタチン，

IFX：インフリキシマブ，CYA：シクロスポリン，PE：血漿交換 

 追加治療の有無と種類 

 治療の種類は以下の略語を使用する．これ以外は適宜記入する． 

IG：免疫グロブリン，PSL：プレドニゾロン，MP：ステロイドパルス， 

UTI：ウリナスタチン，IFX：インフリキシマブ，CYA：シクロスポリン，

PE：血漿交換 

6) 慢性期治療 

発症 91日以降の治療内容を記載する．冠動脈の血栓形成・狭窄・閉塞・狭心症・

心筋梗塞・心臓関連死のいずれかを認めた例では，その直前に服用していた薬剤を
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記載（複数起こした際は初回の発症時）．認めなかった例では，中断したものも含

め経過中にすべての薬剤を記載する． 

 アスピリンの有無 

 他の抗血小板薬の有無 

 他の抗血小板薬の種類 

 治療の種類は以下の略語を使用する．これ以外は適宜記入する． 

DP：ジピリダモール，TC：チクロピジン，CL：クロピドグレル 

 ワーファリンの有無 

 ワーファリンのコントロール目標値 

 PT-INR値を記入．以前の例で TT値を目標にしていた場合は%値で記入

する． 

7) 心エコー 

 右冠動脈（RCA）最大径 

 RCA CALの有無 

 左冠動脈主幹部（LMT）最大径 

 LMT CAL の有無 

 左冠動脈前下行枝（LAD）最大径 

 LAD CALの有無 

 左冠動脈回旋枝（LCX）最大径 

 LCX CAL の有無 

 CALの有無にかかわらず，知りうる範囲で発症 90日以内に行なった心エ

コーでの冠動脈最大内径（実測値のmm，小数点以下 1桁；2桁目は四捨

五入）を記入する．測定時期は各部位で異なっていても構わない． 

 計測データがない場合は-99.9と入力する． 

 複数の瘤がある場合は，より大きい瘤の径を記入． 

 CALの有無は 3.3の定義により判定する．情報が不十分な例は不明とする． 

8) 初回心臓カテーテル・CAG，造影 CT，MRIのいずれかの検査 

複数回心臓カテーテル検査・CAG，造影 CT，MRIを行っている場合も初回

（第 1回）のみを調査対象とする．冠動脈瘤最大内径（実測値のmm，小数点

以下 1桁；2桁目は四捨五入）のほか，わかる範囲で CAL瘤の有無と形態，

部位についても記載する． 

 施行年月日 

 RCA最大径 

 RCA CALの有無と形態 

 RCA CALの部位 

 LMT最大径 
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  

 LMT CAL の部位 

 LAD最大径 

 LAD CALの有無と形態 

 LAD CALの部位 

 LCX最大径 

 LCX CAL の有無と形態 

 LCX CAL の部位 

 CALの有無にかかわらず，冠動脈最大内径（実測値のmm，小数点以下 1

桁；2桁目は四捨五入）を記入する．  

 計測データがない場合は-99.9と入力する． 

 CALの有無と退縮は 3.3の定義により判定する．心エコーで CALがあっ

たが，心カテ検査でない場合は退縮とする．情報不十分な例は不明とする． 

 CALの形態は 3.5を参照．複数の瘤がある際は，より大きい径の瘤につい

て記載する． 

 瘤の数と部位は AHAの分類 16) に従い，#番号で表現する．単数の瘤であ

れば#a；同じセグメントに複数ある場合は#a,#a',#a''；複数のセグメント

にある場合は#a,#b,#c；1つの瘤が複数のセグメントにまたがる場合は

#a-#b-#cのように書く（最も範囲の広い枝の欄に記入する）． 例：LMT

がメインであるが LAD～ LCXにもまたがる瘤および LADに 2個の瘤が

数珠状になっている場合は，#5-#6-#11，#6’,#6’’と書く．前者は LMTの

欄に径と形態を，後者は大きい方の瘤の径と形態をLAD の欄に記入する． 

9) 冠動脈（RCA，LMT，LAD， LCX）の経過 

 退縮の有無  

 退縮確認年月日 

 血栓形成の有無 

 血栓形成発見年月日 

 血栓溶解療法の有無 

 血栓溶解療法施行年月日 

 血栓溶解療法を複数回行っている場合は初回の年月日を記入する． 

 狭窄の有無 

 75%以上狭窄を狭窄有と判定する．  

 狭窄性病変発見年月日 

 閉塞の有無 

 閉塞後再疎通も閉塞有と判定する．  

 閉塞性病変発見年月日 
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 カテーテル治療（PCI）の有無 

 カテーテル治療（PCI）の年月日 

 PCIを複数回行っている場合は初回の年月日を記入する． 

 冠動脈バイパス術（CABG）の有無 

 冠動脈バイパス術（CABG）の施行年月日 

 CABGを複数回行っている場合は初回の年月日を記入する． 

10) 狭心症・心筋梗塞の有無 

複数回起こした場合は初回のイベントについて記載． 

 狭心症の有無 

 狭心症発症年月日 

 心筋梗塞の有無 

 心筋梗塞発症年月日 

11) その他 

重篤でない合併症，診療内容の補足，転院の情報（施設名は不要）などを自由記載． 

 

4.5. データの匿名化 

 連結可能匿名化を行う．各施設で入力する患者氏名と診療録 IDは，データセンターに提

出するシートからは削除されるので，第三者が個人を識別できる情報は含まれない．各施

設名はコード化される．本研究の性質上，患者の生年月日は必要であるが，各施設の方針

によっては生年月のみでも差し支えない． 

 

5. 統計学的事項 

5.1. 研究デザイン 

 本研究は後方視的コホート研究である． 

 

5.2.エンドポイント 

● 主要評価項目 

  

 主解析は血栓形成，狭窄，閉塞の発生について，Zスコアで表現された内径のオッズ比算

出および ROC曲線の作成である．AUC（area under curve）および感度・特異度を考慮し

た上で適切なカットオフ値を探索することが最終目的である． 

 

● 副次評価項目 
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主解析に準じて，退縮，狭心症・心筋梗塞・心臓関連死の発生について，内径の Zスコ

アのオッズ比算出とROC曲線作成を行い，それぞれ適切なカットオフ値を探索する．また，

冠動脈内径の拡大倍率についても，Zスコアと同様の解析を行う． 

 

5.3.データセンター 

 データセンターは，国立成育医療研究センター母性医療診療部に置く．データセンターで

は得られたデータの入力、管理、集計，統計処理を行う． 

 

6. 倫理的事項 

6.1. 患者の保護 

 本研究は，「ヘルシンキ宣言」および厚生労働省の「疫学研究に関する倫理指針」を遵

守して実施する． 

 

6.2. 倫理委員会の承認 

 研究代表者の施設の倫理委員会において，本研究実施計画書が承認された（受付番号 

23-105）．本研究への他の参加施設においては，倫理委員会での更なる承認は必須ではな

い． 

 

6.3.個人情報保護 

 本研究で得られたデータは他の目的には使用せず，結果を公表する際は患者を特定でき

る情報は使用しない．研究の元データ，データシートの取り扱いについても，プライバシ

ー保護に十分配慮する．  

 

7. 特記事項 

7.1. 利益相反 

 本研究には診療に関連する企業等から資金的・人的助成を受けていない．これらの企業

等に対して顧問契約等および発行する有価証券をもつ研究者もいない．また，本研究によ

る特許申請などは行わない． 

 

7.2. 研究結果の発表 

 主たる公表論文は，研究代表者または事務局長を筆頭著者として，研究終了後に専門誌

に投稿する．副次的な論文は，他の研究者が筆頭著者となって執筆することもある．ただ

し，研究の紹介目的の学会・総説などの発表は随時行うことができるものとする．公表す
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る場合，すべての共著者が投稿前に公表内容を reviewし，内容に合意した者のみを掲載す

る．内容に関して議論にても合意が得られない場合，合意しない研究者を共著者に含めな

いことができる． 

 

7.3. 研究資金 

 本研究は，特定非営利活動法人日本川崎病研究センター 平成 23年度川崎病に関する研

究助成補助金の提供を受けた． 

 

8. 研究組織 

8.1. 研究代表者 

 三浦 大 

 東京都立小児総合医療センター循環器科・臨床試験科 部長 

〒183-8561 東京都府中市武蔵台 2-8-29 

TEL: 042-300-5111, FAX: 042-312-8162，E-mail：masaru_miura @tmhp.jp 

 

8.2.研究事務局 

 福島 直哉 

 東京都立小児総合医療センター循環器科 医員 

〒183-8561 東京都府中市武蔵台 2-8-29 

TEL: 042-300-5111, FAX: 042-312-8162, E-mail：naoya_fukushima@tmhp.jp  

 

8.3. 研究分担者 

加藤 太一  名古屋大学小児科 講師 

賀藤  均  国立成育医療センター第一専門診療部 循環器科医長 

  金子 徹治  東京都立小児総合医療センター臨床試験科 

小林 徹   群馬大学大学院小児科学分野 助教 

佐地 勉   東邦大学医療センター大森病院 小児科 教授 

須田 憲治  久留米大学医学部小児科 准教授 

野村 裕一  鹿児島大学小児発達病態分野 准教授 

 濱岡 建城  京都府立医科大学大学院小児循環器・腎臓学 教授 

廣野  恵一    富山大学医学部小児科 助教深澤 隆治  日本医科大学小児科 准教授 

布施 茂登  NTT東日本札幌病院小児科 医長 

 山岸 敬幸  慶應義塾大学医学部小児科 専任講師 

  脇 研自     倉敷中央病院小児科 部長 
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  坂本 なほ子 国立成育医療研究センター母性医療診療部 臨床研究員 

 

 

8.4. データセンター 

 坂本 なほ子 国立成育医療研究センター母性医療診療部 臨床研究員  

〒157-8535東京都世田谷区大蔵 2-10-1 

TEL: 03-3416-0181, E-mail:  zscore@ncchd.go.jp        

  

8.5. 参加施設 

研究分担者の所属施設をはじめ，RAISE study 5)に参加した全国の施設を対象とする．1

次募集では目標症例数に達しないので，2次募集を行う． 
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